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平 成 18 年 度
市では、年2回越谷市の財政状況を公表しています。今回、公表するのは平成

一般会計
一般会計は、越谷市の行政運営の基本的な経費を中心に計上されたものです。

平成１８年度の予算額は７４８億８，４００万円（繰越事業を含む）であり、その執行状況

（収入・支出済額）は平成１９年３月３１日現在、次のとおりです。なお、歳入・歳出とも、

出納整理期間（平成１９年４月１日～５月３１日）に執行されるものがあるため、予算

と執行において大きな差を示しているものがあります。

歳　入

405億3,200万円

404億6,628万円

市民のみなさんに納めていただいている市民
税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、
事業所税、都市計画税です。

市　　　税 54.1％

65億　920万円

41億5,760万円

建設事業などを行う際に必要となる資金を、
政府や民間の金融機関から借り入れるもので、
将来その返済が必要となります。

市　　　債 8.7％

61億8,825万円

46億1,258万円

地方公共団体が実施する特定の事業に対して
国が交付する支出金です。

国庫支出金 8.3％

31億1,000万円

28億5,384万円

国が国税として徴収した地方公共団体の財源
を一定の基準により譲与するものです。

地方譲与税 4.2％

予算額

収入済額

158億　 855万円

152億4,297万円

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所
得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得
税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特
別交付金、分担金・負担金、使用料・手数料、県
支出金、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、
諸収入です。

そ　の　他 21.0％

一

般

会

計

予

算

執

行

状

況

は構成比 ※金額は調整の上、１万円単位で表示しています。

27億3,600万円

28億2,585万円

地方公共団体が一定水準の行政サービスを
提供できるようにするための財源として、国税
の一定割合が交付されるものです。

地方交付税 3.7％
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予 算 執 行 状 況
１８年度下半期（平成１９年３月３１日現在）の執行状況です。

歳　出

207億3,270万円

200億6,947万円

子どもからお年寄り、障害のある方などの福祉
施策に要する経費で、主な事業としては、デイ
サービスやホームヘルプサービスをはじめと
する各種在宅サービス事業、保育ステーション
事業、いきいきセントー事業、生活保護扶助
費などが盛り込まれています。

民　生　費 27.7％

135億8,978万円

110億4,527万円

道路改良・維持、河川改修、土地区画整理、
街路や公園などの都市基盤の整備に要する
経費で、主な事業としては、道路の新設改良、
街路の整備、土地区画整理会計繰出金、公共
下水道会計繰出金などが盛り込まれています。

土　木　費 18.1％

101億6,927万円

89億4,426万円

義務教育施設、図書館、保健体育、学校給食
などに要する経費で、主な事業としては、城ノ
上小学校の新設、小・中学校の校舎・屋内運
動場等の改修、教育センター整備事業などが
盛り込まれています。

教　育　費 13.6％

  92億6,825万円

85億8,884万円

庁舎管理、広報、財産管理、企画、地域振興、
交通安全対策などを含めた一般行政に要する
経費で、主な事業としては、電算関係委託料、
市民会館管理運営委託料などが盛り込まれて
います。

総　務　費 12.4％

51億8,946万円

46億2,279万円

議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消防費、
災害復旧費、諸支出金、予備費です。

そ　の　他 6.9％

一
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計
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況

予算額

支出済額

は構成比

86億  340万円

79億2,322万円

市債の元金、利子の償還金などです。

公　債　費 11.5％

73億3,114万円

64億1,211万円

保健衛生、環境衛生、公害対策、ごみ・し尿
処理などに要する経費で、主な事業としては、
斎場運営事業、各検診事業、予防接種事業、
おがの山荘管理運営委託料、東埼玉資源環境
組合負担金、病院事業会計繰出金、公害分析
委託料などが盛り込まれています。

衛　生　費 9.8％
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歳出予算の
性質別割合

市民1人
当たりの予算額

歳出予算をその経済的性質を基準として分類するもので、地方公共団体の財政

の体質分析の指標となり、この分類の結果から財政運営の指針を見いだすこと

ができます。平成１８年度予算を性質別に分類すると次のとおりです。

平成１８年度の歳出予算額と市税予算額を市民１人当たりに換算すると、それぞれ

次のとおりです。

歳出予算額
７４８億８，４００万円

人件費
１７２億６，７０６万円

(２３．１％)

扶助費
９５億１，１８４万円

(１２．７％)

公債費
８６億  ３３５万円

(１１．５％)

物件費
１１０億４，２１８万円

(１４．７％)

補助費等
５３億５，３０７万円

(７．１％)

繰出金
９６億６，９６５万円

(１２．９％)

普通建設事業費
１１３億６，７３１万円

(１５．２％)

その他
２０億６，９５４万円

(２．８％)

●  人件費（職員の給与など）

●  扶助費（各種福祉サービスを提供する経費など）

●  公債費（市債の元利償還金など）

●  物件費（委託料や備品購入費など）

●  補助費等（負担金や補助金など）

●  繰出金（特別会計などへの繰出金）

●  普通建設事業費（学校や道路、公園などを建設
する経費）

●  その他（維持補修費や貸付金など）

市民1人当たりの歳出予算額　　　　234,625円

民 生 費

６４，９５９円

土 木 費

４２，５７９円

教 育 費

３１，８６２円

総 務 費

２９，０３９円

公 債 費

２６，９５６円

衛 生 費

２２，９７０円

そ の 他

１６，２６０円

市民1人当たりの市税負担額　　　　126,994円

市 民 税

６０，０６３円

固定資産税

５１，０１４円

軽自動車税

５６４円

市たばこ税

６，６１１円

事業所税

１，８８０円

都市計画税

６，８６２円

（平成１９年３月３１日現在の人口３１９，１６４人）

【平成１８年度の市税予算額　　405億3,200万円】
●  市 民 税
●  固定資産税
●  軽自動車税

●  市たばこ税
●  事 業 所 税
●  都市計画税

191億7,000万円
162億8,200万円

1億8,000万円

21億1,000万円
6億円          　

21億9,000万円
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特別会計
特定の事業を行う場合に特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出

と区分して経理する必要がある場合、一般会計とは別に特別会計を設けています。

越谷市には、国民健康保険会計をはじめ１０会計あり、それぞれの執行状況は平成

１９年３月３１日現在、次のとおりです。

会計別執行状況

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険

交 通 災 害 共 済 事 業

東 越 谷
土 地 区 画 整 理 事 業

越 谷 駅 西 口
土 地 区 画 整 理 事 業

七 左 第 一
土 地 区 画 整 理 事 業

西 大 袋
土 地 区 画 整 理 事 業

公 共 下 水 道 事 業

公共用地先行取得事業

事 業 内 容

被保険者の疾病、負傷、出産、
葬祭に関して必要な保険給付
事業

老後における健康の保持と適切な
医療の確保を図るため７５歳以上

（一部経過措置あり）又は６５歳以上
で一定の障害の認定を受けた方
への医療給付事業

老後における最大の不安要因で
ある介護を社会全体で支えるため、
６５歳以上又は４０歳から６４歳まで
で特定疾病に該当する方への必要
な居宅介護・施設介護サービス
などの保険給付事業

市民のみなさんが加入金を支払
い、交通事故により災害を受けた
方に見舞金を支払う共済事業

宅地造成を目的とする事業で、
道路、下水道、公園等の公共施設
を整備して良好な住環境をもつ
市街地を形成する事業

トイレの 汚水や 家庭から出る
雑排水などを衛生的に処理する
環境整備事業

将来、公共用もしくは公用に供する
用地又はその代替地として利用
する計画に基づいて用地を取得
する事業

予 算 額

280億5,025万円

162億8,169万円

78億7,203万円

6,931万円

15億4,434万円

1億3,394万円

11億4,716万円

21億1,384万円

81億　851万円

3億2,500万円

収 入 済 額

254億8,763万円

149億2,650万円

78億2,960万円

6,888万円

15億4,496万円

1億4,616万円

8億4,298万円

13億7,307万円

70億4,985万円

3億2,451万円

支 出 済 額

260億8,302万円

139億9,672万円

69億　  42万円

5,401万円

13億5,628万円

1億2,142万円

8億　985万円

13億1,582万円

65億　847万円

3億2,451万円

会 計 名
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市債現在高の
状況

市債は、学校や道路、公園などを整備するために必要な資金を調達する際に

発行するもので、後年度においてその返済義務が発生します。越谷市における

未償還元金は平成１９年３月３１日現在、次のとおりです。なお、市債の発行にあた

っては、地方交付税により財政的に措置されるものを優先的に借り入れるよう

努めています。

一般会計

財 務 省
３７６億１，４４７万円

７６５億８，６５４万円
公営企業金融公庫
１３２億５，１３６万円

日本郵政公社
９５億１，０３９万円

市 中 銀 行
８０億６，８５３万円

国土交通省
１億４，３６７万円そ の 他

７９億９，８１２万円

土 木 債
２９７億  ５２１万円

減税補てん債※１

臨時税収補てん債※２

臨時財政対策債※３

２９７億５，４６３万円

教 育 債
７９億４，６５６万円

衛 生 債
２６億２，９１１万円

民 生 債
２２億７，０５０万円 そ の 他

４２億８，０５３万円

※１　地方税を減税したことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※２　平成９年度の地方消費税の税収が著しく落ち込んだことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※３　国の財源不足等により減少となった地方交付税交付金を補うための地方債

借
入
先
別

目
的
別

特別会計

財 務 省
２２８億２，４９９万円

６０７億７，１２０万円
公営企業金融公庫
１８２億８，１８５万円

日本郵政公社
１６５億９，９７５万円

市 中 銀 行
２８億６，３８３万円そ の 他

２億    ７８万円

公共下水道
５０７億６，９９７万円

流域下水道
５２億１，５８４万円

土地区画整理
３４億５，９９７万円 公 共 用 地

１３億２，５４２万円

借
入
先
別

目
的
別
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一時借入金の
状況

一時借入金は、支払いに対して手持ちの現金が不足した場合に、これを補う

ために短期間借り入れるもので、当該年度の出納閉鎖日である５月３１日まで

に返済しなければなりません。平成１８年度下半期においては借り入れ及び

現在高ともにありません。

財産の状況
越谷市の財産には、土地、建物などの公有財産と特定の目的のために設置

された基金があり、その内容は次のとおりです。

公有財産 行政財産…庁舎や学校、保育所などの建物や敷地など

普通財産…行政財産のように直接行政目的のために供されるものではなく、その経済的

な運営によって間接的に行政の執行に寄与することを主な目的とするもの

基金 基金は、特定の目的のために積み立て又は運用するために設けられたものです。現在８つの

基金を設置しており、各基金の平成１９年３月３１日現在額や設置内容は次のとおりです。

行

政

財

産

普 通 財 産

合 計

本 庁 舎

その他の行政機関

公 共 用 財 産

小 計

消 防 施 設
そ の 他 の 施 設
（学校給食センター等）

学 校

公 営 住 宅

公 園
そ の 他 の 施 設

（地区センター等）

土 地 面 積

15,990㎡

16,764㎡

64,258㎡

968,907㎡

24,237㎡

814,016㎡

362,462㎡

2,266,634㎡

127,736㎡

2,394,370㎡

建 物 面 積

17,244㎡

9,069㎡

20,933㎡

312,084㎡

9,479㎡

4,594㎡

154,871㎡

528,274㎡

16,568㎡

544,842㎡

区 分
（平成１９年３月３１日現在）

財政調整基金

２２億９，４２３万円

災害復旧、り災援助及
び市債の繰上償還等財
源に不足が生じた時の
ための基金

国民健康保険の
保険給付費支払基金

１２万円

国民健康保険の保険給
付費支払金の不足額に
充てるための基金

土地開発基金

２５億円

公用又は公共用に必要
な土地をあらかじめ取
得し、事業の円滑な執
行を図るための基金

公共施設等整備基金

３，０００万円

公共施設等の整備のた
めの基金

越谷しらこばと基金

９億１，５００万円

快適で魅力的なふるさ
とづくりに活用するた
めの基金

高速鉄道等整備基金

１億２１万円

新たな高速鉄道や鉄道
関連施設の整備を推進
するための基金

介護保険
給付費準備基金

１１億４，７５６万円

介護保険事業に要する
費用の不足額に充てる
ための基金

国民健康保険
出産費資金等貸付基金

１，０００万円

高額療養費及び出産に
要する費用を貸し付け
るための基金
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財政状況等一覧表
（平成17年度）

この表は、総務省からの通知に基づき、平成１７年度における越谷市の

普通会計及び公営事業会計に係る財政状況、関係する一部事務組合

などの財政状況、第３セクターなどの経営状況等について、全国統一

の様式により公表しているものです。

１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業です。
２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記しています。

（注）

1. 一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの）

普通会計とは、地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計で、一般会計のほか特別会計のうち、地方公営事業会計に係
るもの以外のものの純計(相殺)額です。
個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なっていることから、財政状況の統一的な掌握・比較が困難であるため、地方財政
統計上、便宜的に用いられる会計区分です。

2.１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの）

公営事業会計とは、地方公共団体の経営する公営企業、国民健康保険事業、老人保健医療事業、介護保険事業、収益事業、農業共
済事業、交通災害共済事業及び病院事業に係る会計の総称です。

（百万円）

（百万円）

歳 入

76,118

327

77,469

歳 出

72,975

327

74,248

形式収支

3,143

0

3,221

実質収支

2,962

0

2,810

地 方 債
現 在 高

79,379

1,639

84,308

他会計から
の繰入金

ー

ー

ー

一 般 会 計

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 費
特 別 会 計

普 通 会 計

備 考

※基金繰入金380百万円

※基金繰入金380百万円

歳 入
（総収益）

26,975

15,543

7,248

歳 出
（総費用）

26,383

15,427

6,905

形式収支
（純損益）

592

116

343

実質収支
（不良債務）

592

116

343

地 方 債
現 在 高

ー

ー

ー

他会計から
の繰入金

2,239

1,210

1,203

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

老 人 保 健 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

備 考

※一部普通会計に係るものを含む

※一部普通会計に係るものを含む
※基金繰入金46百万円

71

1,829

57

1,330

63

1,669

43

1,190

8

160

14

140

8

50

14

133

ー

1,839

ー

929

7

1,163

ー

60

交通災害共済事業費特別会計

東 越 谷 土 地 区 画 整 理 事 業 費
特 別 会 計

越谷駅西口土地区画整理事業費
特 別 会 計

七左第一土地区画整理事業費
特 別 会 計

西大袋土地区画整理事業費
特 別 会 計

※一部普通会計に係るものを含む

※一部普通会計に係るものを含む

2,521

7,966

（総収益）
9,647

2,069

8,036

（総費用）
9,591

452

100

（純損益）
56

349

94

（不良債務）
ー

1,520

57,841

5,920

143

4,220

880

公共下水道事業費特別会計

病 院 事 業 会 計

※一部普通会計に係るものを含む

法適用企業
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損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入しています。（注）

3. 関係する一部事務組合等の財政状況

市が加入する一部事務組合及び広域連合について、記載しています。

4. 第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

5. 財政指数

市が２５％以上出資している法人及び出資が２５％未満でも補助金または貸付金等の財政的支援を行っている団体について、記載
しています。

（１）財政力指数
地方公共団体の財政基盤の強弱を表す指数で、普通交付税を算定する際に用いる、基準財政収入額を基準財政需要額で割った
数値の過去３年間の平均値。指数が高いほど財源に余裕があるといえ、単年度の指数が「１」以上の場合、その年の普通交付
税は交付されません。

（２）実質収支比率
実質収支の標準財政規模(通常収入が見込まれる経常的一般財源の規模)に対する割合。実質収支比率が正数の場合は実質
収支の黒字、負数の場合は赤字を示します。

（３）実質公債費比率
地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標として、起債に協議を要する団体と許可を要する団体の
判定に用いられるもので、平成１５年度から平成１７年度の３ヵ年の平均値。実質公債費比率が１８％以上の場合は、地方債協議
制度移行後においても、起債にあたり許可が必要となります。

（４）経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出する経費に
充てられた一般財源の額が、地方税や普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源の総額に占める割合。比率が高い
ほど財政構造の硬直化が進んでいることを表します。

（百万円）

（百万円）

歳 入
（総収益）

7,918

833

33,599

歳 出
（総費用）

7,601

833

33,239

形式収支
（純損益）

317

0

360

実質収支
（不良債務）

301

0

360

地 方 債
現 在 高

11,650

572

ー

当該団体の
負担割合

33.8％

33.8％

6.2％

東埼玉資源環境組合(一般廃棄物）

東 埼 玉 資 源 環 境 組 合（ 電 気 ）

埼玉県市町村職員退職手当組合

備 考

45

（総収益）
7,310

49,953

474

35

（総費用）
6,796

48,749

455

10

（純損益）
514

1,204

19

10

（不良債務）
ー

1,204

19

ー

25,211

ー

ー

4.1％

ー

ー

0.7％

埼玉県市町村消防災害補償組合

越 谷 ・ 松 伏 水 道 企 業 団

埼 玉 県 都 市 競 艇 組 合

彩の国さいたま人づくり広域連合

※繰出金9百万円

17

18

28

資本又は
正味財産

78

1,001

57

当該団体から
の出資金

30

5

22

当該団体から
の補助金

ー

7

ー

当該団体から
の貸付金

ー

100

ー

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

ー

24,000

ー

（財）越 谷 市 施 設 管 理 公 社

越 谷 市 土 地 開 発 公 社

（財）越谷コミュニティセンター

備 考

0.868

16.2

5.7

83.8

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数

実 質 公 債 費 比 率

35

343

14

154

3,209

135

159

41

10

ー

ー

ー

ー

ー

287

ー

ー

ー

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

ー

ー

ー

ー

ー

ー

（株）埼玉県東部流通センター

越谷コミュニティプラザ（株）

（株）パ ル テ き た こ し

経 常 損 益
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